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　ベトナム保険管理局（ISA）によれ
ば、2019年の保険会社66社の保険
料収入は前年比20.5％増加して、約
160兆1800億VND（約7400億円)とな
った。金額で見ると生命保険が全体
の67.3％、損害保険が32.7％。2020
年においても保険業界全体で前年比
20％弱の増加が見込めるという（今
年1月時点）。
　なぜ市場拡大が続いているのか。損
害保険ジャパンの現地法人である
United Insurance Company of Viet-
nam（UIC）の水野氏は、この10年の損
保市場は自動車保険と医療保険がけ
ん引し、直近では個人向けの傷害・医
療保険と法人向けの火災保険が大き
く増収しているという。
「個人分野では銀行等を通じた保険
窓口販売チャネルが好調なこと、法人
分野では当局主導で2018年から強
制火災保険制度が施行されたことが

大きな要因でしょう」
　後者は全事業者が対象。ビル、工場、
倉庫などで火災事故が増加し、特に
ベトナムの企業やオーナーに火災保
険未加入が多かったために、政府主
導で保険加入を促進させた。
　損害保険は英語で「N o n - l i f e 
insurance」と呼ばれ、生命保険以外
の火災保険、自動
車保険、傷害・医
療保険、工事に関
する保険、取引信
用保険（未回収売
掛金の補償）、貨物
保険など多様で、
法人向けと個人向
けがある。
　2018年の調査
でその内訳は、自
動車保険が32％、
傷害・医療保険が
30％、火災保険が
23％、海上・航空・
輸送保険が1 2％ 

（グラフ参照）。前2者は個人、後2者
は法人が顧客の中心だ。一方、日本
では自動車保険が約50％を占め、火
災保険と傷害・医療保険が15～20％
という。
「新型コロナの影響もあり一時的に自
動車販売は低迷していますが、中間所
得者層の増加で購入者は今後も増え、

医療保険と火災保険
成長を続ける損害保険
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ベトナムの保険市場が急拡大を続けている。生命
保険と損害保険を合わせて年率約20％という成長
で、浸透率の低さからさらなる伸びにも期待大だ。た
だし、制度の課題や保険会社の収益など不安材料も
少なくない。経済とより連動する損保市場を取材した。

United Insurance Company of Vietnam

ベトナムの損害保険業界
成長分野と今後の課題

Branch Director of HCMC Branch
水野善之氏
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ベトナムの損害保険の割合　2018年
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自動車保険もまだまだ成長していくで
しょう。また、社会保険の保障内容に
満足していない人や高品質な医療を
求める人の増加で、傷害・医療保険も
まだまだ伸びると思います」
　日越での意識の差が興味深い。自
動車保険なら日本では対人・対物の
賠償責任保険など、他人に与えた損
害に備える保険が主流だ。一方のベト
ナムは賠償責任への意識が低く、自分
の身体や財産を守るための保険加入
意識が強いという。
　また、日本では個人世帯で火災保
険に入る人が多いが、ベトナムではき
わめて少ない。これは木造とレンガ製
という住宅素材の差による火事に対す
る意識の違い、地震などの天災の頻
度による加入意識の差によるものが大
きいだろう。

　ベトナムには30社の損害保険会社
があり、地場企業5社で約6割のシェア
を占める。1位のバオベトと4位のバオ
ミン保険は政府系、2位のPVI（ペトロ・
ベトナム保険）と5位のPJICO（ペトロリ
メックス保険）は石油系大手企業と、
国営色の強い企業が並ぶ。
　他の25社で残りの市場を奪い合っ
ており、UICは損保ジャパンとバオミン
保険、韓国系保険会社の3社によるジ
ョイントベンチャーだ。シェアは約2.5

％で、法人顧客を中心に日系顧客が
50％、ベトナム系顧客が30％、韓国系
顧客が20％ほどという。
「損害保険は他社との差別化が難し
いため、保険料の競争が恒常化してお
り、業界全体の収益性が課題となって
います」
　日本では契約や事故のデータが保
険会社間で共有され、適正な保険料
を設定する仕組みが作られている。交
通事故に保険を使えば、他の保険会
社に変えても翌年の保険料は上がる
仕組み。しかし、契約・事故データを
業界全体で共有する仕組みのないベ
トナムでは、保険会社を変えると過去
の事故情報が共有されないケースも
あり、変更前の保険会社は保険料を
引き上げる機会を逸してしまう。
　また、自動車やバイクの1年分のキ
ズや凹みをまとめて保険で修理しよう
とする人もおり、保険会社としても不
正に保険請求されない仕組み作りが
求められている。
　このように保険金の支払いが増えて
も、その支払いを価格（保険料）に適
正に転嫁できないケースも多いため、
損保会社は売上が伸びても利益がつ
いてこないケースもあるようだ。
「日本では以前、ベトナム同様に多くの
損保会社がありましたが、現在では3
メガグループでシェア9割程度を占め
ています。ベトナムの損害保険業界は
まだまだ激しい競争が続いていくと思
います」

　それでも損保市場は2009～2019年
の10年間で年率約17％と成長し、
2019年単年でも対前年比で約12％と
伸びた（グラフ参照）。この数字は元受
正味保険料をベースとしているが、
2019年の元受正味保険料の合計は
52兆8420億VND（約2400億円）だ。
　大きな金額に感じるが、日本の市場
規模は約8兆円なので、実は日本の3％
程度しかない。市場浸透率でもベトナ
ムの損害保険は0.8％程度で、日本や
他のアジア諸国と比べてもかなり低
い。始まったばかりの市場とわかる。
　また、損害保険の場合はオフィスや
工場、売上高や従業員数、物流などの
増加で保険料収入も上昇していくた
め、経済成長との相関性が高く、この
点でもベトナムへの期待度は高い。
「日系だけでなく欧米系、韓国系、台
湾系などの保険会社が、現地法人の
設立や地場損保に資本参加する傾向
が強くなっています。最近では韓国系
企業の投資が目立っています」
　ただ、消費者保護などから保険の営
業行為に厳しい規制がある日本に比
べて、この分野もまだ始まったばかり。
代理店の資格制度や保険販売員の教
育など、改善すべき点もあるという。今
後は保険購入者側のニーズが多様化
するだろうから、商品の加入や事故の
支払いなどでより丁寧な説明が求めら
れてくる。業界全体でのコンプライアン
スが問われそうだ。
「弊社も良質な保険サービスの提供を
通じて弊社商品・サービスの浸透を図
り、顧客企業の事業拡大、また個人の
皆様の生活基盤の向上に保険ビジネス
面で貢献しながら、ベトナムの損害保険
事業の発展に貢献していきたいです」

損保会社のシェア争い
売上ほど伸びない利益

有り余るベトナムの伸びしろ
コンプライアンスも課題に
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Aon Vietnam Limited

国際保険ブローカーの視点
新しい保険と企業収益

Director, Japanese Desk
野村みゆき氏

　昨年、進出25周年を迎えたエーオン
ベトナム。世界約120ヶ国に拠点を持
つ国際保険ブローカーだ。顧客の指
名状から保険のプロとして、保険のア
ドバイスから契約締結までを顧客の立
場で保険会社と交渉する。日本では保
険仲立人と呼ばれる存在であり、ベト
ナムでの収益は顧客企業ではなく保
険会社から手数料として得る。

　ジャパンデスクの野村氏によれば、
ベトナムの保険事業の歴史は1950年
代まで遡り、市場開放を始めた1993
年～1994年に活況となったという。ま
だ若い業界ではあるが、上述のように
2019年の市場は前年比20.5％の増加
で、その成長が著しい。
「生保ほどではなくても損保市場は伸
びています。ベトナムの損害保険会社
の特徴は地場企業が強いことで、上位
5社は国有か元国有企業で占められて
います」

　それらはバオベト、PVI、郵便保険
（PTI）、バオミン保険、PJICOと並ぶが、
2019年の成長率を見ると下位の企業
ほど上昇しているとわかる（グラフ参
照）。外資系を含めて30社ある損保会
社がしのぎを削っており、今後は順位
の入れ替えも起こりそうだ。
　そんな損保市場で野村氏が注目す
るのが、昨年2桁成長となった傷害・医
療保険。生保会社も損保会社も販売
する第3分野と呼ばれる商品で、日本
を含めたアジア14ヶ国中でベトナムの

傷害・医療保険が2桁成長
保険料増加でジレンマも
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伸びがトップだったという。
「最低賃金の上昇、インフレ率のアップ、
そして医療費インフレが主な要因です」
　ベトナムには政府の社会保険があ
るが、人材獲得などの理由で企業が福
利厚生を手厚くし、従業員への企業
保険が増えてきた。社会保険の指定
病院以外の外資系病院、民間クリニ
ックなどで使えるうえに、キャッシュレ
ス支払いが普及して便利になった。そ
の結果、ベトナム人が気軽に良い病院
を利用するようになって医療コストが
アップし、医師や看護師など人件費の
上昇もあり、保険会社への請求額がか
なり高額になっている。
　このように保険の利用者と保険料
が増えて市場は拡大したが、保険会
社の支払額も予想以上に増えてしま
った。その対策は保険料の一層の増
額や自己負担率の増加だが、総務部
門などベトナム人の担当者は納得し
ないという。
「保険料を上げるなら別の保険会社
に変えるなどの対応もあり、この数年
は雪だるま式に支払額が増え続けて
います。保険会社の収益を揺さぶる問
題です」

　先進国と比べるとベトナムの保険市
場はまだまだ小さく、グローバルでの
調査対象には入らない規模だという。
ただ、伸び率は世界でも際立っており、
傷害・医療保険とは別に取引信用保
険に入る企業が続伸している。

　これは取引先の不払いや倒産で支
払いが受けられない時の、貸倒れを補
償する保険だ。世界やアジアでも10年
ほど前から注目されてきたが、ベトナム
では近年話題となっている。
　直近では新型コロナの影響でキャ
ッシュフローが悪くなり、売掛金の支
払いを遅延せざるを得ない企業も増
えた。まさに遅延が長期化して回収で
きない場合の保険なのだが、新しいリ
スクも懸念される。
「保険会社が見極めを始めたことで、取
引信用保険が掛けにくくなっています。
企業の信用調査と共に考慮するのが
国単位のカントリーリスクで、現在のベ
トナムの評価はあまり良くありません」
　新型コロナの影響でインフラ開発
の予定が遅れたり、入国制限で外資
系の大型プロジェクトが止まるなどが
理由。取引信用保険は今後も増えるだ
ろうが、保険料も上がってしまうと野
村氏は危惧する。
「新型コロナの影響でまず考えたのは、
医療費請求の大幅な増加です。しかし、
自宅待機で重篤な症状以外は病院に
行かない、治療があっても請求を先送
りにするなどで、そうはなりませんでし
た。経済的な事由から取引信用保険
に悪影響が出たのは残念です」

　日本と比べてベトナムには強制保険
が多いそうだ。日本では自動車の自賠
責保険くらいだが、ベトナムは自動車
保険の他に2017年に建設・組立工事

保険、2018年から火災爆発保険（火
災保険）が強制となった。大型プロジ
ェクトが増えて工事現場での事故が
大型化したこと、火災事故が増えてき
たことなどが背景にある。
「ベトナムの特徴に事故の多さが挙げ
られます。工事や火災以外にも荷崩れ、
落雷、海上貨物の水濡れ、排水の不
具合など様々で、工場なら古い機械の
ショートや発火もあります。思ったほど
保険金が支払われない場合もあり、こ
れらをサポートするのも保険ブローカ
ーの仕事です」
　2019年7月からは環境賠償責任保
険も強制となった。水質、大気、土壌
など環境汚染に対する賠償責任保険
だが、対象となる企業など具体的な細
目は発表されていない。保険市場とし
ての動きはまだ少ないようだ。
　他にも新しい保険が出始めている。
そのひとつがD&O保険（役員賠償責
任保険）で、D&OはDirectors & Offi-
cersの略。取締役や監査役など会社
執行役員が主な対象で、経営や事業
の判断を誤ったとして損害賠償を求
められた場合などに、裁判の費用や賠
償金を補償する。
「ベトナムは世界でもサイバー攻撃が
多い国ですから、サイバー保険も注目
されるでしょう。データの復旧や事業
に損害が出た場合の危機管理の補償
ですね。モバイルアプリを活用したメン
タルヘルスケアサービスも徐々に始ま
りそうです」
　近年ではEAP（従業員支援プログラ
ム）と呼ばれる遠隔医療（テレヘルス）
とカウンセリングの福利厚生が注目さ
れ、特に従業員のメンタルヘルスケア
を重視している。これを生命保険や医
療保険の付加価値サービスとして組
み込み、テレヘルス機能付きアプリを
介して医師への相談を行うという。
「弊社で開発したこのアプリをエーオ
ンベトナムでも取り入れたばかりで、ス
タッフが日々のデータ計測を行ったり、
経済不安や生活環境不安等の日常サ
ポートを体感するトライアルを始めて
います。個人的にもベトナムで伸びて
ほしい分野だと思っています」

増える取引信用保険
新型コロナが不安材料

D&Oやメンタルヘルスケア
ベトナムにも新保険が登場
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エーオンベトナム設立25周年のパーティ（Aon提供）



ACS Trading Vietnam

保険代理店のアイデア
カスタマイズ商品と店内販売

　イオンクレジットサービスの現地法人
として2008年に設立されたACS Trading 
Vietnam。自社割賦（分割払い）の販売
会社として携帯電話の割賦事業をスタ
ートし、エアコン、洗濯機、テレビなどの
家電分野へと拡大させた。
　大手家電販売店の中に専用カウン
ターを設けて、購入者の割賦の契約
手続きを行う。ベトナム人の生活が豊
かになるにつれて家電販売店も購入
者も増加し、現在では約5000店舗で
営業を行っている。

「2019年6月から保険代理店として保
険事業に参入しました。複数の保険会
社と提携した乗合代理店で、現在は日
系の損害保険会社のみの商品を扱っ
ています」（五十嵐氏）
　その会社は東京海上日動火災保
険系のBAO VIET TOKIO MARINE 
INSURANCE、損害保険ジャパン系の
U I C 、三井住友海上系のM S I G 
Insurance (Vietnam)の3社。保険代
理店事業は保険会社の方針に左右さ
れるものだが、ベトナムも同様だ。その
ため、イオングループの理念であるお
客様第一主義に深く賛同している、日
系の保険会社と連携している。

　損保の代理店は法人向けが多い
が、同社は個人向け商品を販売する。
「日本でもそうですが、小売りグループ
が保険代理店を始めるのは珍しいこと
ではありません。多くの顧客を持つ流
通業と金融業の相性は良く、日本での
ノウハウも生かせます」（鈴木氏）
　主な対象は家電販売店で割賦を利
用する同社の個人会員。医療保険、自
動車保険、バイク保険などを扱うが、
主力は傷害保険だ。保険の認知度
が低いベトナムでの集客は難しいた
め、これまで増やしてきた家電販売
店のカウンターと会員を活かしてい
る。
　また、同社は規格商品ではない会
員向け商品を、保険会社と共に開発
している。その特徴は保険料や補償
の金額。割賦利用者には高額所得者
が少ないこと、保険に詳しくないこと
から、少額の保険料で一定の補償と
する、シンプルな内容を意識した商品
を開発中だ。
「現状も契約者数は着実に伸びていま
すが、開発中の商品で件数は飛躍的
に伸びる予定です」（五十嵐氏）
　現在、生活の質の底上げが続くベト
ナムでは、自分や家族の病気や怪我な
どを心配する人が増えてきている。勤
務先が医療保険に加入していても、本
人以外の家族は使えない。また、フリ
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Director
鈴木力英氏

General manager
五十嵐祐介氏

割賦販売から保険事業へ
会員に合わせた商品開発

カウンターの入っている家電販売店



ーランスで働く人には自分のための保
険もない。実際、同社の会員にはフリ
ーランスの人も多いという。

　自動車もバイクも自賠責保険が強制
となっているが、自動車に比べてバイク
の加入比率は低い。バイクの購入時に
加入しても、2年目以降に更新をしない
ので保険が切れてしまい、普及が進ま
なかったようだ。
　しかし、この数ヶ月で警察の取締り
が厳しくなり、自賠責保険の有無をチ
ェックされるようになった。そのために
保険に入る人が増えており、新型コロ
ナが流行した今年4月以降が顕著だそ
うだ。取締りに慌てて路上で売ってい
る安い保険を購入する人もいるが、こ

れは強制保険ではない場合もあるそ
うだ。
「強制の自賠責保険はタイプが決まっ
ており、排気量で価格が異なります。路
上販売の保険は本来なら追加で購入
する任意保険の場合もありますので、
注意が必要ですね」（鈴木氏）
　強制の自賠責保
険であっても、相手
が死亡した場合の補
償金額は上限が50
万円程度。日本とは
けた違いに低く、交
通事故には十分に
注意したい。
　ベトナムの特徴とし
て、多くの人は保険の
知識に乏しく、仕組み
を理解している人も
少ない。保険そのものがまだ浸透して

いないので、同社は
それに対応する活
動を続けている。
「イオンモール内で
保険案内のイベン
トを開くなど、保険
会社と一緒に保険
の認識を広げる活
動もしています。と
はいえ、第1ステッ
プが始まったばか

りと感じています」（五十嵐氏）
「別のサービスを始めるには新しいライ
センスが必要など、すぐに対応できない
場合もあります。それでもサービスの幅
を広げたいと思っています」（鈴木氏）

　同社の個人向け保険事業には2つの
柱がある。1つ目はこれまで見てきた、
既存の会員顧客への保険販売。もうひ
とつはイオングループ、特にイオンモー
ルの来店客への販売だ。ホーチミン市
にあるタンフーセラドン店内には同社
のカウンターがあり、店頭で保険を販
売している。
　今後、タンフーセラドン店以外の北
部を含めたイオンモール内への出店や、
同じくグループ企業であるコンビニの
ミニストップでも始められたら面白くな
るという。
　それ以外では新しい商品の開発。日
本では住宅ローンを組む際に団信（団
体信用生命保険）に入るのが一般的

だ。ローンの契約者が死亡や高度障
害状態になった場合、家族の負担とな
らないように、残りの支払いを肩代わ
りする保険だ。この仕組みを利用した
商品を目下開発中だ。
「住宅までいかなくても、高額の商品
を利用されているお客様に万が一のこ
とがあった場合には、ご家族が商品代
金を支払い切れない場合も考えられ
ます。割賦の利用者に合わせた団信の
ような商品を作りたいですね」（五十
嵐氏）

7
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